
様式１（第７条関係）
令和　年　月　日
茨城県知事　殿
　　　　　　　　　　　　　（申請者）住所
氏名又は名称　　　　　　　　　　　

（法人等の場合は所在地、名称及び代表者氏名）
　

令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金事業計画承認申請書
令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金を下記のとおり実施したいので、令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金交付要綱第７条の規定により、関係書類を添えて申請します。

記
	補助事業に要する額
	金　　　　　　　　　　　　　　円


	補助対象経費合計額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	補助金額（申請予定額）
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	補助対象事業着手予定日
	年　　月　　日

	補助対象事業完了予定日
	年　　月　　日

	担当者連絡先
	（住所）〒

（所属）

（氏名）

（電話）　　　-　　　-　　　（FAX）　　　-　　　-

（E-mail）　　　　　　　　@


※　申請者欄は、コンソーシアムの場合はその名称、代表法人等の所在地、名称及び代表者氏名を記載してください。

※　補助対象経費合計額欄は、原則、金額は税抜で記入してください。
※　補助対象事業完了予定日欄は、施設の整備及び機械の導入の完了予定日又は補助事業に要する額の全額の支払予定日のいずれか遅い日を記載してください。

別紙１

事業計画書

１　申請者

	事業者名

	代表者氏名
	所在地
（電話番号）
	産業分類
(大分類・中分類)
	飼料製造業者の該当
	特殊肥料生産業者の該当

	
	
	
	
	□
	□


※　該当する□にチェック（又は■に反転）してください。

※　コンソーシアムの場合は、事業者名欄にコンソーシアム及び代表法人等の名称を記載し、別紙７に全ての構成員を記載してください。

※　飼料製造業者又は特殊肥料生産業者等に該当する場合は、届出書の副本（受付機関の受付印があるもの）を添付してください。
２　補助対象事業

	□
	１　未利用部分を広域的かつ大規模に回収し、飼料化等の有効利用を図った上で、県内への流通を図る資源循環モデルとなる取組
(補助率2/3以内)

	□
	２　未利用部分を有効利用し、飼料化等を行う事業に新規参入、又は事業拡大を図る１以外の取組
(補助率1/2以内)


※　いずれかの□にチェック（又は■に反転）してください。
３　事業計画の概要
	取組の概要
	

	整備場所の名称(所在地)
	

	施設整備
	概要
	

	
	目的
	

	
	土地所有者
	

	機械
導入
	概要
	

	
	目的
	

	
	建物所有者
	


※　事業計画の詳細はＡ４用紙10ページ程度に記載し提出してください。
４　補助金額(申請予定額)の算出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	補助事業に要する額
	

	補助対象経費合計額
	

	補助金額（申請予定額）
	


※　別紙２収支計画書から転記してください。
５　事業目標の設定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：トン、％）
	
	事業目標の項目
	現状値（①）
(R4年度)
	R8年度（②）

(3年目計画)
	増加量（②-①）
（事業目標）

	１
	飼料化等を目的として回収する未利用部分の量
	(ア)
	
	(カ)
	
	(サ)
	

	２
	１を原料として製造する飼料等の量
	(イ)
	
	(キ)
	
	(シ)
	

	３
	２のうち県内に流通させる量
	(ウ)

	（　　　%）
	(ク)

	（　　　%）
	(ス)
	（　　　%）


※　別紙３事業計画・事業目標の内容から転記してください。

６　補助対象者の確認
	要綱第６条第４項
	□　次に掲げる全ての要件を満たしている。

	
	（１）過去２年以内に銀行取引停止処分を受けていないこと。

（２）過去６か月以内に不渡手形又は不渡小切手を出していないこと。

（３）次の申立てがなされていないこと。

　　ア　破産法（平成16年法律第75号）第18条又は第19条に基づく破産手続開始の申立て

　　イ　会社更生法（平成14年法律第154号）第17条に基づく更生手続開始の申立て

　　ウ　民事再生法（平成11年法律第225号）第21条に基づく再生手続開始の申立て

（４）債務不履行により、所有する資産に対し、仮差押命令、差押命令、保全差押又は競売開始決定がなされていないこと。

（５）県税を滞納していないこと。

（６）茨城県が措置する指名停止期間中の者でないこと。

（７）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当する者でないこと。

（８）関係法令や基準を遵守すること。


※　該当する場合は、□にチェック（又は■に反転）してください。コンソーシアムの場合は全ての構成員に適用されます。
	要綱第６条第５項
	□　次に掲げる全ての要件を満たしている。

	
	（１）国又は法人税法（昭和40年法律第34号）第２条第５号に規定する公共法人ではない。
（２）政治活動又は宗教活動が主たる目的の組織又は団体ではない。
（３）茨城県暴力団排除条例（平成22年茨城県条例第36号。以下「条例」という。）第２条第１号から第３号に規定する者（以下「暴力団等」という。）ではない。
（４）代表者又は役員等のうちに条例第２条第３号に規定する者又は暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有している者がある事業者ではない。
（５）暴力団等が実質的に経営を支配する者ではない。


※　該当する場合は、□にチェック（又は■に反転）してください。コンソーシアムの場合は全ての構成員に適用されます。
７　直近３年の経営状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	第　　　期
　　年　月　日～
　　年　月　日
	第　　　期
　　年　月　日～
　　年　月　日
	第　　　期
　　年　月　日～
　　年　月　日
	備考
	

	経常損益
	
	
	
	
	※損益計算書により確認
経常損益＝営業利益＋
業外収益－営業外費用
※貸借対照表により確認

	純資産額
(資産と負債の差額)
	
	
	
	
	

	
	うち利益剰余金
	
	
	
	
	


８　公表に関する同意
	□
	補助事業の概要及び各年度の事業実施状況の概要について、知事が公表を行うことに同意する。


※　□にチェック（又は■に反転）してください。

９　その他

	補助対象施設・機械の
調達方法
	□
	１　自社、親会社、子会社、関連会社又は関係会社からの調達がある。

	
	□
	２　全て１以外の会社からの調達である。


※　該当する□にチェック（又は■に反転）してください。

別紙２
令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金　補助事業収支計画書
１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	科　目
	金　額
（補助事業に要する額）
	備考

	自己資金
	　
	　

	借入金
	　
	資金の調達先：

	本補助金額
	　
	　

	他の補助金等
（交付者：　　　　　　　　　）
	　
	　

	その他
	　
	　

	合計
	　
	補助事業に要する額の合計と一致


２　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	番号
	経費区分
	発注者
	名称
	メーカー・規格・型式
	用途
	処理能力
	発注先
（所在地）
	数量
	単位
	単価
	
	補助事業に要する額（消費税込み）
	補助対象経費
（消費税抜き）
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	税
	
	
	

	1
	　
	　
	
	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	　
	　
	

	2
	
	　
	
	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	　
	　
	

	3
	
	　
	
	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	　
	　
	

	4
	
	　
	
	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	　
	　
	

	5
	
	　
	
	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	　
	　
	

	合計
	
	
	

	
	
	 ↓　2/3又は1/2

	
	
	
	

	
	負担区分（補助対象経費の内訳）
	本補助金額(申請予定額)※千円未満切捨
	

	
	
	本補助金額以外
	


※　経費区分は、「建物」、「建物附属設備」、「車両及び運搬具」、「工具」、「器具及び備品」、「機械及び装置」、「その他」のいずれかを記載してください。

※　補助対象経費の積算根拠となる見積書の写しを番号の順に整理してください。その際、見積書の写しの右上に対応する番号を記載してください。
※　発注者欄はコンソーシアムの場合、構成員のどの事業者が費用負担するか記載してください。

※　必要に応じて行を増やして使用してください（複数枚になっても可）。なお各経費区分の明細は、本収支計画書に準じた任意の様式の添付でも可とします。
※　税の欄には消費税の「込み」・「抜き」を表示してください。
※　小数点以下の端数は切捨てにより計算してください。
別紙３
事業計画・事業目標の内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：トン、％）
	加工の区分
	□飼料化　　□肥料化

	項目
	現状値（①）

(R4年度)
	R6年度
(1年目計画)
	R7年度
(2年目計画)
	R8年度（②）

(3年目計画)
	増加量（②－①）

（太枠は事業目標）

	A飼料化・肥料化を行うための原料の量
	
	
	
	
	

	
	B　Aのうち飼料化・肥料化を目的として回収する未利用部分の量
	(ア)
	
	
	(カ)
	(サ)

	
	
	C　Bのうち自らが排出する未利用部分の量
	
	
	
	
	

	
	D　Aのうち未利用部分以外の飼料・肥料原料の量
	
	
	
	
	

	E　Aを原料として製造する飼料・肥料の量
	
	
	
	
	

	
	EのうちBを原料とするもの
	(イ)
	
	
	(キ)
	(シ)

	Eのうち流通させる量
	県内
	(ウ)
	
	
	(ク)
	(ス)

	
	
	（　　%）
	（　　%）
	（　　%）
	（　　%）
	（　　%）

	
	県外
	
	
	
	
	

	
	
	（　　%）
	（　　%）
	（　　%）
	（　　%）
	（　　%）

	Eのうち自ら使用する量
	
	
	
	
	

	
	（　　%）
	（　　%）
	（　　%）
	（　　%）
	（　　%）


※　加工の区分欄は、該当する□にチェック（又は■に反転）をしてください。
※　補助対象事業に係る計画及び目標を記載してください。
※　飼料及び肥料の両方を製造する場合は別葉で作成してください。
※　複数製品を製造し製品によって内容が異なる場合は、合計して作成し、製品ごとの内訳を添付してください。

※　現状値（①）(R4年度)欄は、令和４年４月１日から令和５年３月31日までの実績を記載してください。
※　Ｒ 年度( 年目計画)欄は、各年度における計画を記載してください。
別紙４
工　程　表

	項目
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月
	3月

	
	
	
	
	
	
	


別紙５　
未利用部分の回収先一覧（予定）
　令和　　年度分

	
	回収先事業者名
	代表者氏名
	所在地（電話番号）
	飼料化等を目的として回収する未利用部分の量(トン/年度)
	未利用部分を回収することの了解を得た
日（相手方の役職･氏名）

	1
	
	
	
	
	令和　年　月　日（　　　　　　　　　　　　）

	2
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	


※　適宜、行を追加して記載してください（複数枚でも可）。
※　未利用部分を回収することの了解を得た事業者のみ記載してください。
※　後年度に「飼料化等を目的として回収する未利用部分の量」の増加が見込まれる場合は、年度ごとに別葉で作成してください。
別紙６
未利用部分を原料として製造する飼料等の流通先一覧（予定）
　令和　　年度分

	
	流通先事業者名
	代表者氏名
	所在地（電話番号）
	畜種・業種等
	流通量(トン/年度)
	販売価格(円/トン)
	流通先の了解を得た
日（相手方の役職･氏名）

	1
	
	
	
	
	
	
	令和　年　月　日(　　　　　　)

	2
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	


※　畜種・業種等は、畜産農家（養豚）、耕種農家（野菜）のように記載してください。
※　適宜、行を追加して記載してください（複数枚でも可）。
※　飼料等の流通先として了解を得た事業者のみ記載してください。
※　後年度に流通量の増加が見込まれる場合は、年度ごとに別葉で作成してください。
別紙７　
コンソーシアム構成員名簿
コンソーシアムの名称　　　　　　　　　　　　　　　
	
	構成員名
	代表者氏名
	所在地（電話番号）
	産業分類
(大分類・中分類)
	連携や取引の内容
・役割
	飼料製造業者の該当
	特殊肥料生産業者の該当

	①
	(代表者・代表法人)
	
	
	
	
	□
	□

	②
	
	
	
	
	
	□
	□

	③
	
	
	
	
	
	□
	□

	④
	
	
	
	
	
	□
	□

	⑤
	
	
	
	
	
	□
	□


※　適宜、行を追加して記載してください（複数枚でも可）。
※　次の事項を定めた規約等を添付してください。
・コンソーシアムの目的、名称、事務所の所在地、代表者及び構成員に関する事項

・コンソーシアムの運営に関する事項

・コンソーシアムの会計、補助金の管理及び使途に関する事項

・施設・機械の管理運営に関する事項

・その他、コンソーシアムの目的達成に必要な事項

様式２（第８条関係）
環政　第　　　号　
令和　年　月　日　
　　　　　　　　　　殿

茨城県知事 　　　　　　　　　　　
令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金事業計画承認（不承認）通知書
令和　年　月　日付けで申請のあった令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金の事業計画については、審査の結果、　下記のとおり承認　　しますので、令和５年度干しいも資源循環

　　　　　　　　　　　　　　　不承認と

モデル形成支援事業補助金交付要綱第８条第１項の規定に基づき通知します。
　また、下記のとおり、補助金を内示しますので、要綱第９条の規定に基づく交付申請書を令和　年　月　日までに提出願います。
記
１　承認した事業

	補助対象事業
	□　１　未利用部分を広域的かつ大規模に回収し、飼料化等の有効利用を図った上で、県内への流通を図る資源循環モデルとなる取組(補助率2/3以内)
	□　２　未利用部分を有効利用し、飼料化等を行う事業に新規参入、又は事業拡大を図る１以外の取組(補助率1/2以内)

	取組の概要
	

	整備場所の名称
(所在地)
	

	施設整備
	概要
	

	
	目的
	

	
	土地所有者
	

	機械
導入
	概要
	

	
	目的
	

	
	建物所有者
	


２　補助金内示額　　　　　　　　　　　（単位：円）
	補助事業に要する額
	

	補助対象経費合計額
	

	内示額
	


様式３（第９条関係）
令和　年　月　日　
茨城県知事　殿
　　　　　　　　　　　　　（申請者）住所
氏名又は名称　　　　　　　　　　　

（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）
令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金交付申請書
令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金の交付を受けたいので、令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金交付要綱第９条の規定により、関係書類を添えて申請します。

	補助事業に要する額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	補助対象経費合計額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	補助金交付申請額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	補助事業着手予定日
	年　　月　　日

	補助事業完了予定日
	年　　月　　日

	担当者連絡先
	（住所）〒

（申請者名）
（所属）

（氏名）

（電話）　　　-　　　-　　　（FAX）　　　-　　　-

（E-mail）　　　　　　　　@


※　申請者欄は、コンソーシアムの場合はその名称、代表法人等の所在地、名称及び代表者氏名を記載してください。
※　補助事業完了予定日欄は、施設の整備及び機械の導入の完了予定日又は補助事業に要する額の全額の支払予定日のいずれか遅い日を記載してください。

※　補助対象経費合計額欄は、原則、税抜で記入してください。
様式４（第10条関係）

環政　第　　　号　
令和　年　月　日　
　　　　　　　　　　殿

茨城県知事 　　　　　　　　　　　
令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金交付決定通知書

令和　年　月　日付けで申請のあった令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金について、令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金交付要綱（以下「要綱」という。）第10条第１項の規定により、下記のとおり交付することに決定したので、同条第２項の規定により通知します。

記

１　補助金交付額 　金　　　　　　　　　　円
２　補助金交付の条件
(1) 補助金の交付の対象となる事業の内容は、令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金交付申請書及び添付の書類に記載のとおりとする。
(2) 補助事業者は、茨城県補助金等交付規則(昭和36年茨城県規則第67号。以下「規則」という。）及び要綱に従わなければならない。
(3) 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を、補助事業が完了した日の属する会計年度の翌年度から起算して５年間保存しなければならない。
３　補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産で、処分制限期間（適化法施行令第14条第１項第２号の規定により総務大臣が定める期間に相当する期間をいう。ただし、総務大臣が定める期間のない財産については、茨城県知事が別に定める期間をいう。以下同じ。）を経過しない場合においては、取得財産等管理台帳その他関係書類を整備保管しなければならない。
４　補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産について、補助事業完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助事業の交付の目的に従ってその効率的な運営を図らなければならない。

５　補助事業者は、前記４の財産のうち、取得価格又は効用の増加価格が単価50万円(税抜)以上の不動産、機械器具、備品及びその他重要な財産について、処分制限期間内に茨城県知事の承認を受けずに、補助金の交付の目的以外の目的のために使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。
６　茨城県知事は、補助事業者が前記５の承認を得て財産を処分したことにより収入を得たときは、規則第15条及び第16条を適用させることがある。
様式５（第11条関係）
令和　年　月　日　
茨城県知事　殿
　　　　　　　　　　　　　（申請者）住所
氏名又は名称　　　　　　　　　　　

（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）
令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金交付決定前着手届
令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業について、下記条件を了承の上、補助金交付決定前に着手したいので、令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金交付要綱第11条第２項の規定により届出ます。

記
１　事業内容

	補助対象事業
	□　１　未利用部分を広域的かつ大規模に回収し、飼料化等の有効利用を図った上で、県内への流通を図る資源循環モデルとなる取組(補助率2/3以内)
	□　２　未利用部分を有効利用し、飼料化等を行う事業に新規参入、又は事業拡大を図る１以外の取組(補助率1/2以内)

	取組の概要
	

	整備場所の名称
(所在地)
	

	補助事業に要する額
	

	内示額（交付申請予定額）
	

	補助金交付決定前着手を必要とする理由
	


２　条件
（１）当該事業については、着手から補助金交付決定を受ける期間内においては、計画変更を行わないこと。
（２）補助金交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変等の理由によって実施した事業に損失を生じた場合、これらの損失は事業主体が負担すること。
（３）補助金交付決定を受けた補助金額が、交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合においても異議がないこと。

※　申請者欄は、コンソーシアムの場合はその名称、代表法人等の所在地、名称及び代表者氏名を記載してください。
様式６（第13条関係）
令和　年　月　日　
茨城県知事　殿
　　　　　　　　　　　　　（申請者）住所
氏名又は名称　　　　　　　　　　　

（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）
令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金交付変更（中止・廃止）承認申請書
令和　年　月　日付け環政第　　　号で補助金の交付決定の通知があった令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金について、次のとおり変更（中止・廃止）したいので、令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金交付要綱第13条第１項の規定により関係書類を添えて申請します。

	変更（中止・廃止）の内容
	

	変更（中止・廃止）の理由
	

	変更（中止・廃止）
予定日
	


※　申請者欄は、コンソーシアムの場合はその名称、代表法人等の所在地、名称及び代表者氏名を記載してください。
様式７（第13条関係）

環政第　　　　号　
令和　年　月　日　
　　　　　　　　　　殿

茨城県知事 　　　　　　　　　　　

令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金交付変更（中止・廃止）承認通知書

令和　年　月　日付けで変更（中止・廃止）承認申請のあった令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金について、下記のとおり承認したので、令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金交付要綱第13条第３項の規定により通知します。

記
１　変更（中止・廃止）内容
２　変更（中止・廃止）に係る承認条件

様式８（第14条関係）
令和　年　月　日　
茨城県知事　殿
　　　　　　　　　　　　　（申請者）住所
氏名又は名称　　　　　　　　　　　

（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）
令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金取下書
令和　年　月　日付け環政第　　　号で補助金の交付決定の通知があった令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金について、令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金交付要綱第14条の規定により取り下げます。

	取下げの理由
	

	取下げの原因の
生じた日
	


※　申請者欄は、コンソーシアムの場合はその名称、代表法人等の所在地、名称及び代表者氏名を記載してください。
様式９（第15条関係）
令和　年　月　日　
茨城県知事　殿
　　　　　　　　　　　（補助事業者）住所
氏名又は名称　　　　　　　　　　　

（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）
令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金概算払請求書
令和　年　月　日付け環政第　　　号で補助金の交付決定の通知があった令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金について、令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金交付要綱第15条第２項の規定により概算払を請求します。

	交付決定額（A）
	

	概算払請求額（B）
	

	（B）／（A）×100(%)
	

	概算払が必要な理由
	


※　概算払が必要な理由は詳細に記載し、必要に応じて資料を添付してください。
※　補助事業者欄は、コンソーシアムの場合はその名称、代表法人等の所在地、名称及び代表者氏名を記載してください。
振込先　　

	振込先金融機関名
	本・支店名
	金融機関コード
	支店コード
	種目
	口座番号（右詰めで記入）

	
	□ 銀行
□ 信用金庫
□ 信用組合
□ 農協
□ 労働金庫
	
	□本店
□支店
□出張所
	
	
	
	
	
	
	
	□普通
□当座
	
	
	
	
	
	
	

	フリガナ
	

	口座名義
	


※　振込先の口座名義人は補助事業者（申請者）と同一人であることとし、口座種別は普通預金口座又は当座預金口座としてください。
※　補助事業者がコンソーシアムの場合は、代表法人等の口座としてください。

様式10（第16条関係）
令和　年　月　日　
茨城県知事　殿
　　　　　　　　　　　（補助事業者）住所
氏名又は名称　　　　　　　　　　　

（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）
令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金実績報告書兼請求書

　令和　　年　　月　　日付け環政第　　　号で補助金の交付決定を受けた補助事業に係る実績について、令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金交付要綱第16条の規定により関係書類を添えて次のとおり報告します。
１　補助事業
	取組の概要
	

	整備場所の名称（所在地）
	

	施設整備・機械導入の概要
	

	補助事業着手日
	令和　年　月　日

	補助事業完了日
	令和　年　月　日

	交付決定額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	補助事業に要する額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	
	うち補助対象経費
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	補助金所要額(精算額）
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	請求額
	金　　　　　　　　　　　　　　円


※　補助事業者欄は、コンソーシアムの場合はその名称、代表法人等の所在地、名称及び代表者氏名を記載してください。
※　補助事業完了日欄は、施設の整備及び機械の導入の完了日又は補助事業に要する額の全額の支払日のいずれか遅い日を記載してください。

※　原則、金額は税抜で記入してください。

２　振込先　　

	振込先金融機関名
	本・支店名
	金融機関コード
	支店コード
	種目
	口座番号（右詰めで記入）

	
	□ 銀行
□ 信用金庫
□ 信用組合
□ 農協
□ 労働金庫
	
	□本店
□支店
□出張所
	
	
	
	
	
	
	
	□普通
□当座
	
	
	
	
	
	
	

	フリガナ
	

	口座名義
	


※　振込先の口座名義人は補助事業者（申請者）と同一人であることとし、口座種別は普通預金口座又は当座預金口座としてください。
※　補助事業者がコンソーシアムの場合は、代表法人等の口座としてください。
様式11（第17条関係）

環政第　　　　号　

令和　年　月　日　

　　　　　　　　　　殿

茨城県知事 　　　　　　　　　　　

令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金額確定通知書
令和　年　月　日付けで実績報告のあった令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金について、下記のとおり補助金の額を確定したので、令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金交付要綱第17条の規定により通知します。

記
確　定　額　　　　金　　　　　　　　　　　　　　円
様式12（第22条関係）
令和　年　月　日　
茨城県知事　殿
　　　　　　　　　　　（補助事業者）住所
氏名又は名称　　　　　　　　　　　

（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）
令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金事業実施状況報告書

　令和　　年　　月　　日付け環政第　　　号で補助金の交付決定を受けた補助事業に係る実施状況について、令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金交付要綱第22条第１項の規定により関係書類を添えて次のとおり報告します。

	整備場所の名称（所在地）
	

	施設整備・機械導入の概要
	

	報告年度
	年度（令和　年　月　日から令和　年　月　日まで）

	実施状況
	別紙のとおり


※　補助事業者欄は、コンソーシアムの場合はその名称、代表法人等の所在地、名称及び代表者氏名を記載してください。
様式12別紙
事業実施状況（実績）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：トン、％）

	加工の区分
	□飼料化　　□肥料化

	項目
	現状値（①）

(R4年度)
	R6年度（②）
	
	R7年度（③）
	
	R8年度（④）
	
	増加量

（太枠は事業目標）

	
	
	 (1年目実績)
	②－①
	(2年目実績)
	③－①
	(3年目実績)
	④－①
	

	A飼料化・肥料化を行うための原料の量
	
	
	
	
	
	 
	
	

	
	B　Aのうち飼料化・肥料化を目的として回収する未利用部分の量
	(ア)
	
	
	
	
	
	
	(サ)

	
	
	C　Bのうち自らが排出する未利用部分の量
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	D　Aのうち未利用部分以外の飼料・肥料原料の量
	
	
	
	
	
	
	
	

	E　Aを原料として製造する飼料・肥料の量
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	EのうちBを原料とするもの
	(イ)
	
	
	
	
	
	
	(シ)

	Eのうち流通させる量
	県内
	(ウ)
	
	
	
	
	
	
	(ス)

	
	
	（　　%）
	（　　%）
	（　　%）
	（　　%）
	（　　%）
	（　　%）
	（　　%）
	（　　%）

	
	県外
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	（　　%）
	（　　%）
	（　　%）
	（　　%）
	（　　%）
	（　　%）
	（　　%）
	（　　%）

	Eのうち自ら使用する量
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	（　　%）
	（　　%）
	（　　%）
	（　　%）
	（　　%）
	（　　%）
	（　　%）
	（　　%）


※　加工の区分欄は、該当する□にチェック（又は■に反転）してください。
※　報告年度における補助事業の実績を記載してください。
※　実績値が計画値に満たない場合は、理由書を添付してください。

※　「現状値（①）(R4年度)」、「増加量（太枠は事業目標）」の欄は事業計画承認申請書別紙３から転記してください。

※　飼料及び肥料の両方を製造する場合は別葉で作成してください。
※　複数製品を製造し製品によって内容が異なる場合は、合計して作成し、製品ごとの内訳を添付してください。

様式13（第22条関係）
令和　年　月　日　
茨城県知事　殿
　　　　　　　　　　　（補助事業者）住所
氏名又は名称　　　　　　　　　　　

（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）
令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金事業内容変更承認申請書

　令和　　年　　月　　日付け環政第　　　号で補助金の交付決定を受けた補助事業に係る事業内容について変更したいので、令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金交付要綱第22条第２項の規定により関係書類を添えて次のとおり申請します。

	整備場所の名称（所在地）
	

	変更内容
	別紙のとおり

	変更予定日
	年　　月　　日


※　補助事業者欄は、コンソーシアムの場合はその名称、代表法人等の所在地、名称及び代表者氏名を記載してください。
様式13別紙
事業計画・事業目標の内容の変更　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：トン、％）
	加工の区分
	□飼料化　　□肥料化

	項目
	増加量（変更前）
（①）
	増加量(変更後）
（R　年度以降）(②)
	増減率
（②／①×100）
	変更理由

	A飼料化・肥料化を行うための原料の量
	
	
	
	

	
	B　Aのうち飼料化・肥料化を目的として回収する未利用部分の量
	(サ)
	
	
	

	
	
	C　Bのうち自らが排出する未利用部分の量
	
	
	
	

	
	D　Aのうち未利用部分以外の飼料・肥料原料の量
	
	
	
	

	E　Aを原料として製造する飼料・肥料の量
	
	
	
	

	
	EのうちBを原料とするもの
	(シ)
	
	
	

	Eのうち流通させる量
	県内
	(ス)
	
	
	

	
	
	（　　%）
	（　　%）
	
	

	
	県外
	
	
	
	

	
	
	（　　%）
	（　　%）
	
	

	Eのうち自ら使用する量
	
	
	
	

	
	（　　%）
	（　　%）
	
	


※　加工の区分欄は、該当する□にチェック（又は■に反転）してください。
※　「増加量（①）（変更前）」欄は、事業計画承認申請書に添付した別紙３から転記してください。
※　飼料及び肥料の両方を製造する場合は別葉で作成してください。
※　複数製品を製造し製品によって内容が異なる場合は、合計して作成し、製品ごとの内訳を添付してください。

様式14（第23条関係）
令和　年　月　日　
茨城県知事　殿
　　　　　　　　　　　（補助事業者）住所
氏名又は名称　　　　　　　　　　　

（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）
消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書

　令和　　年　　月　　日付け環政第　　　号で補助金の交付決定を受けた補助事業に係る消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）に係る仕入控除税額について、令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金交付要綱第23条第３項の規定により関係書類を添えて次のとおり報告します。
記

１　補助金の確定額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

２　補助金の確定時における消費税等に係る仕入控除税額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

３　消費税等の申告により確定した消費税等に係る仕入控除税額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

４　補助金返還相当額（３－２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
※　補助事業者欄は、コンソーシアムの場合はその名称、代表法人等の所在地、名称及び代表者氏名を記載してください。
様式15
取得財産等管理台帳
	区分
	財産名
	規格
	数量
	単価
	金額
	取得日
	処分制限期間（年）
	保管場所
	補助率
	備考

	
	
	
	
	円
	円
	
	
	
	
	


１　記載の対象とする取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が単価50万円（税抜）以上の不動産、機械器具、備品及びその他重要な財産としてください。
２　処分制限期間(年)は、国規則に基づき記載してください。
３　区分は、「建物」、「建物附属設備」、「車両及び運搬具」、「工具」、「器具及び備品」、「機械及び装置」、「その他」のいずれかを記載してください。

４　数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えありません。単価が異なる場合は分割して記載してください。

５　取得日は、検収年月日を記載してください。

６　担保権を設定した財産は備考に明記してください。
様式16（第26条関係）
令和　年　月　日　
　茨城県知事　殿

　　　　　　　　　　　（補助事業者）住所
氏名又は名称　　　　　　　　　　　

（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）
令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金財産処分承認申請書

令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金により取得し、又は効用の増加した財産について、同補助金交付要綱第26条第３項の規定に基づき、下記のとおり財産処分の承認を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

記
１　処分する財産の名称

２　整備場所の事業所の名称及び所在地

３　総事業費（補助事業に要する額）
４　補助対象経費

５　補助金の確定額
６　処分内容（処分の種類、処分先）
７　処分する理由
８　処分予定日
※　補助事業者欄は、コンソーシアムの場合はその名称、代表法人等の所在地、名称及び代表者氏名を記載してください。
様式17（第26条関係）
令和　年　月　日　
　茨城県知事　殿

　　　　　　　　　　　（補助事業者）住所
氏名又は名称　　　　　　　　　　　

（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）
令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金担保権設定承認申請書

令和５年度干しいも資源循環モデル形成支援事業補助金により取得し、又は効用の増加した財産について、同補助金交付要綱第26条第４項の規定に基づき、下記のとおり担保権の設定をしたいので、関係書類を添えて申請します。

記
１　取得財産等の品目、取得（予定）日及び取得（予定）価格

（１）品目（財産名）　： 

（２）取得（予定）日　：　 年 月 日

（３）取得（予定）価格：　　　　　円
２　担保権の設定予定

（１）担保権設定日：　 年 月 日

（２）担保の種類　：

（３）担保権者　　：

（４）被担保債権　：
 ① 債権者　　：

 ② 債務者　　：

 ③ 契約締結日：　 年 月 日

 ④ 貸付実行日： 　年 月 日

 ⑤ 債権額　　：　 円
 ⑥ 資金使途　：

３　補助事業の遂行のために担保権の設定が必要となる理由等
※　補助事業者欄は、コンソーシアムの場合はその名称、代表法人等の所在地、名称及び代表者氏名を記載してください。

